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検討の視点
⚫ 「電力システムの目指すべき姿」 すなわち、「①電力の安定供給の確保」「②持続可能、効率的かつ公正な

電力供給の実現」のために必要な機能は何か。各事業者や市場はどのような役割を果たすべきか。

2か月前 1週間前 ～当日前日 実需給4年前

（１）容量確保
発電事業者
小売電気事業者
送配電事業者

必要な機能例

容量市場におけるリクワイアメント

容量拠出金の支払い

⚫ 長期契約を含め、適切に燃料調達ポートフォリオを構築し、発電事業者が２か月前までに（その時点で想定される）必要な燃料
を確保するため、小売電気事業者・送配電事業者が果たすべき役割とは何か（燃料確保に必要な情報の提供・相対契約の締
結等）

⚫ 上記役割を適切に果たすためにはどのような仕組みが必要か、合理的か

⚫ 発電事業者が電源起動を確実に行うためには、電源の起動特性や電源の状
況（※）を踏まえ、いつまでにその判断が必要か。その判断を誰（発電事業
者、小売電気事業者、送配電事業者）が行うことが合理的か
※起動時間の短長、電源の起動停止状況、週間での運用の必要性の有無
（揚水発電等）等

容量市場入札

⚫ 各事業者による燃料確保・電源起動・メリットオーダーに向けた合理的な行動を促すため、どの時点（2か月前・週間・前日・当日・実
需給）でどのようなシグナル（価格・量）の発信や価格形成が必要か

⚫ （特に需給ひっ迫時において）需要抑制を効果的に行うための価格形成はどのようにあるべきか（買い入札価格をどのように考えるか、
新インバランス制度における需給ひっ迫時の補正インデックスをどう評価するか、等）

容量拠出金の支払い

・・・・

別の場での議論（本勉強会の議論の射程外）

⚫ 電源の起動費やkWhの限界費用等、発電にかかる様々な費用を全て考慮した上で、メリットオーダーでの
電源の起動・運用・停止（※）を行うためには、誰（発電事業者、小売電気事業者、送配電事業者）
がどのような仕組み（市場、その他）で起動・運用・停止を判断することが合理的か
※実需給に近づくにつれて、不必要になった電源の適切な停止判断も必要

・・・・ ・・・・

（５）適正なシグナル
の発信/価格決
定メカニズム

上記を実現するために市場や需給運用はどうあるべきか 2

（２）燃料確保

（３）安定供給のため
の電源起動

（４）メリットオーダー

第３回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の
在り方勉強会（2022年3月）資料３を一部修正
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（参考）【論点①】電源の確実な起動・揚水発電の効率的な運用

⚫ 電力・ガス取引監視等委員会の調査によると、起動指令後18～24時間後には、日次停⽌・週
末停⽌状態のコンバインド式ガス火力の100%、⽯油火力・汽力式ガス火力の80%以上が
起動可能という結果が出ている。現行のスポット市場が前日10時であり、当日の需要が上昇し始
めるのが朝方であることを考えると、多くの火力電源にとって、起動に必要な時間が確保されている
と考えられる。

⚫ 他方、一部の電源（⽯炭火力の約半数等）は1日以上の起動時間がかかる。

⚫ また、揚水発電について、安定的・効率的な運用を行うためには、週間断面から計画が必要。

⚫ 特に需給ひっ迫時などに、このような電源を確実かつ効率的に起動・運用するために、どのような
仕組みが考えられるか。また、電源の起動・揚水発電の運用の判断は、誰（発電事業者、小
売電気事業者、送配電事業者）が行うことが合理的か。

⚫ なお、現状の整理は以下の通り。

– 小売電気事業者が確保している相対電源については、発電事業者との合意（自社電源は自社の判断）に基づき、
必要に応じて1日以上前から電源の起動の意思決定が行われると考えられる。

– 2024年度以降においては、週間断面で調達がなされる需給調整市場の1次～3次①等で落札した電源については、
電源の性質を踏まえ、必要に応じて1日以上前から電源の起動を行うこととなる。

– 揚水発電について、2024年度以降（※）は発電事業者が任意にスポット市場や需給調整市場に入札し、ポンプ・
発電を行う運用となる（ただし、再エネの出力抑制回避や需給ひっ迫時の周波数維持のために、一時的に一般送配
電事業者が運用することも認められている）。
（※）2024年以前は、揚水発電の運用を一般送配電事業者が行うエリアと調整力提供者が行うエリアが存在し、BG計画の策定の方法

などが異なる。

– その他、緊急時に限定して、需給調整市場において必要なΔkWを確保できていない場合などは、余力活用契約に基づ
き、必要な電源の起動が行われる。

第４回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年4月）資料５より抜粋



4

（参考）【論点②】社会的費用最小化のための電源の出力増減、起動・停⽌

⚫ 実需給断面に近づくにつれて、太陽光等の自然変動電源の出力が増減することにより供給力が増減したり、需
要が想定よりも上下することとなる。そうした需給見通しの変化にあわせて、追加的な起動や、立ち上げた電源
の出力を増減させたり、停⽌しなければ、余計に燃料費や運転費用が掛かり、社会全体として余計なコスト
を負担することとなる。

⚫ 適切な電源の出力増減や起動・停⽌を行うために、どのような仕組みが考えられるか。また、電源の運用の
判断は、誰（発電事業者、小売電気事業者、送配電事業者）が行うことが合理的か。

⚫ なお、現状の整理は以下の通り。

– 再エネ予測誤差については、三次調整力②（需給調整市場）を通じ、一般送配電事業者による調整が行われている。

– 相対契約がある電源については、インバランスを発生させないよう、発電事業者との相対契約に基づき小売電気事業者
によって判断（自社電源は自社によって判断）される。

– 2024年度以降は、すべての調整力について需給調整市場を通じ、一般送配電事業者による調整が行われることとなる。

– その他、余力活用電源や優先給電ルール（※）に基づき特定の電源について、一般送配電事業者が指示する場合な
どがありうる。
（※）優先給電ルールは電源種などによりあらかじめ決められた順に抑制されていくため、必ずしも社会的費用が最小化される形で抑制されて

いないことに注意が必要。

前日

想
定
需
要

再エネ

原子力

水力

火力

想
定
需
要

再エネ

原子力

水力

火力

実需給に近づくにつれて、予測が正確に

再エネ出
力が拡大

想定需
要が減少

電源を稼働させたままだと余計
な燃料費や運転費用が発生

第４回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年4月）資料５より抜粋
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（参考）【論点③】メリットオーダーの追求（複数市場の在り方）

⚫ 2024年以降の仕組みでは、小売電気事業者は相対契約やスポット市場・時間前市
場（スポット市場等）での電力の調達を行い、一般送配電事業者は需給調整市場で
の調整力の調達を行う。スポット市場等・需給調整市場それぞれの市場で、メリットオー
ダーでの約定がなされているものの、複数の市場に分かれていることで、以下のような問
題も発生しうる。電源等（DR含む）の起動費やkWhの限界費用等、発電にかかる
様々な費用を全て考慮した上で、全体としてメリットオーダーを追求するためには、市
場はどのようにあるべきか。

（本勉強会において指摘された現行制度の課題例）
➢ kWh市場とΔkW市場が異なる市場として運営され、過剰な台数の起動等、電源の運転が
非効率になる懸念があるのではないか。

➢ 卸電力市場と需給調整市場のオークション方式および価格規律の関連が薄く、調整力も含
めた電源のメリットオーダーが成立しにくい構造となっているのではないか。

➢ BGの立場からすると、調整力として確保された電源がスポット市場や時間前市場に売り入札
されず、市場の売り切れに伴う価格高騰や、再エネが市場統合されていく中における再エネ予
測誤差への対応の困難さが課題となっているのではないか。

⚫ 加えて、各市場に導入されているブロック入札については、売り残りによる逸失利益の存
在やスポット市場の売り切れ等の問題がすでに本勉強会でも指摘されているところ。市
場での約定ロジックはどうあるべきか。

※kWhとΔkWの性質の違いなども鑑みた制度設計やシステム設計の検討が必要。

第４回卸電力市場、需給調整市
場及び需給運用の在り方勉強会
（2022年4月）資料５より抜粋
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（参考）【論点①】燃料調達のためのシグナル（価格・量）の発信

⚫ 燃料調達のためにどのようなシグナル（価格・量）の発信が必要か。

資料４より抜粋

第４回卸電力市場、需給調整市
場及び需給運用の在り方勉強会
（2022年4月）資料５より抜粋



7

（参考）【論点②】約定価格の形成

⚫ 電力市場における約定価格はどのように形成されるべきか。

⚫ 例えば、スポット市場と需給調整市場が同時に約定される仕組みや、需給調整市場で
約定された電源を一部スポット市場に入札する仕組み等であれば、市場における売り切
れが発生する可能性が下がると考えられる。この場合、売り切れにより、売り入札カーブ
が垂直に立ち上がり、買い入札価格で約定価格が決まる形はあまり想定されなくなるが、
このような仕組みにおいても、買い入札は何らかの役割を果たすと考えられるか。

⚫ その他、以下のような観点をどのように考えるか。

– DRの促進

– 新インバランス制度（調整力の限界的なkWh価格や需給ひっ迫時の補正によるイ
ンバランス料金の決定）

– 卸電力市場の価格が与える他の市場への影響（例：先物市場はスポット市場の
約定価格を参照している）

第４回卸電力市場、需給調整市
場及び需給運用の在り方勉強会
（2022年4月）資料５より抜粋
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第４回勉強会 資料５に関する意見

☆安定供給のための電源起動とメリットオーダー
【論点①】電源の確実な起動・揚水発電の効率的な運用
• 発電事業者に揚水発電の運用を一任する場合、他の電
源の状態や再エネ出力等を見越した計画をどのように立て
てもらい、緊急時等の利用ができるようにするのかの検討が
必要。

• 一般送配電事業者が全体最適を行うのがいいのではない
か。

• 現状の需給調整市場のような週間段階での市場取引や、
何らかのデータを週間段階で開示する仕組みが重要では
ないか。加えて、費用回収等、事業者にとってのインセン
ティブも重要。

• 揚水発電だけでなく、蓄電池等、同様の機能を持っている
電源も考慮し、検討が必要。

• 週間断面での予測の困難性などから、 ３次①の調達量
不足などが発生。

【論点②】社会的費用最小化のための電源の出力増減、起
動・停⽌
• 実需給に近づくにつれて正確になる再エネ予測に基づき、
電源の出力増減、起動・停止を一般送配電事業者が行
える仕組みが社会的費用最小化の観点からは合理的。こ
れは系統制約を加味した観点からも重要。

• 一般送配電事業者が全体最適を行うのがいいのではない
か。

【論点③】メリットオーダーの追求（複数市場の在り方）
• 容量市場で約定した電源について、Three-Partの情報を
収集し、kWh市場とΔkW市場の統合をすることで、社会
コストが最小となるように運用できる仕組みを整えることがで
きるのではないか。

• 足元の対応として、ブロック入札の改善などの検討が必要
か。

• 一般送配電事業者が全体最適を行うのがいいのではない
か。一般送配電事業者が管理できない電源（電源Ⅲ
等）はJEPXの取引所で売買するのがよいのではないか。
集中管理型の市場では、調整力市場に重点が移るので
はないか。

• kWhとΔkWの機能が違う中で、機能ごとに必要な量を確
保できるよう、具体的な議論が重要。

☆適正なシグナルの発信/価格決定メカニズム
【論点②】約定価格の形成
• DRの活用等に応じて買い入札のバリエーションができるの
で、売り切れの有無にかかわらず、買い入札の意味はある
のではないか。

☆その他、全体に関わる論点等
• 現行制度における本質的な問題の分析や新しい仕組みの
メリットの精査等が重要。

• 集中型の仕組みを選択する場合、集中型のオペレーション
をする者のインセンティブが歪まないことが重要。

• 将来あるべき電源構成を念頭に置いた検討が必要。
• 業務システムを変更する負荷にも配慮が必要。
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【論点①ー１】週間断面での電源の確実な起動等

⚫ 前回勉強会において、一部の電源（石炭火力の約半数等）や揚水発電については、
安定的・効率的な運用を行うために、週間断面から起動・運用の計画が必要であること
をお示しし、概ね賛同の御意見をいただいたところ。

⚫ このような電源を確実に起動するため、具体的に、どのような仕組みが考えられるか。ま
た、電源の起動の判断は、誰（発電事業者、小売電気事業者、送配電事業者）が
行うことが合理的か（※）。
（※）小売電気事業者が確保している相対電源については、発電事業者との合意（自社電源は自社の判

断）に基づき起動される。

数年前～2か月前 1週間前

実
需
要

前日～GC

需
要
変
動

K
W

確
保

k
W

h

（
燃
料
）
確
保

前日 GC後

週間断面
での電源
起動等

• 週間断面で必要な電源を効率的に起動するためにどのような仕組みが必要か。
電源起動・揚水運用の判断権者は誰か。
① 電源を立ち上げるための市場を設置。市場へ入札するかの判断はBGが行

うが、起動・運用の判断は、市場の約定結果（＝市場運営者の判断）に
従う

② 一般送配電事業者の判断により、一部の電源を起動・運用 等

• 確実な電源の起動等を行うために、一般送配電事業者が把握することが必要
な電源や情報量についてどのように考えるべきか（論点①ー４参照）。

• 2024年度以降は、週間断面の運用として、需給調整市場１次～３次①が用
意されている。上記①又は②により、日本全体として必要な電源の起動ができ
れば、週間断面で需給調整市場は必要か（すなわち、一般送配電事業者が、
小売電気事業者に先立ってΔkWのための電源を確保することは必要か）。

論点（例）
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【論点①ー２】社会的費用最小化のための電源の出力増減、起動・停⽌等

⚫ 適切な電源の出力増減や起動・停⽌を行うために、どのような仕組みが考えられるか。また、電
源の運用の判断は、誰（発電事業者、小売電気事業者、送配電事業者）が行うことが合理
的か。

⚫ なお、これまでの勉強会では、時間前市場の流動性の向上等の課題が指摘されているところ。こ
の点の評価については、議論がありうるところであるが、特に非FITの再エネが大量導入されることを
念頭に置けば、より一層活性化を図ることが必要。この課題に対応するために、どのような仕組み
が考えられるか。

数年前～2か月前 1週間前

実
需
要

前日～GC

需
要
変
動

K
W

確
保

k
W

h

（
燃
料
）
確
保

前日 GC後

前日以降、実需給直前までの調整

• 適切な電源の出力増減や起動・停止を行うための仕組み・電源の運用の判断権者は誰か。
① 市場（前日・時間前等）を設置。市場へ入札するかの判断はBGが行い、起動・運用の判断は、市場

の約定結果（＝市場運営者の判断）に従う
② 一般送配電事業者の判断により、起動・運用 等
⇒論点①ー３における市場を通じてメリットオーダーを図ることを前提とすると、①となるか。なお、 余力活用電
源や優先給電ルールに基づき特定の電源について、一般送配電事業者が指示する場合は別途ありうるか。

• 上記①を前提とする場合、時間前市場の流動性を更に向上させるため、どのような対応が考えられるか。論
点①ー３における前日市場でkWhとΔkWを同時に約定させる仕組みを前提とすると、一般送配電事業者が
確保した電源のうち、kWhの供出が確定した電源などを時間前市場に投入するといった方法は考えられる
か。

• 前日以降の断面でも必要な電源の確実な起動をどのように行うか（※）。
（※）現在、電力・ガス取引監視等委員会において、 市場支配力を有する可能性の高い事業者に対して、事前的措置

として余剰電力の全量を限界費用ベースで市場に供出することを要請することの検討が進められており、この点は、
かかる対応により担保されると考えてよいように思われるが、どのように考えるべきか。

論点（例）
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【論点①ー３】メリットオーダーの追求（複数市場の在り方）等

⚫ これまでの勉強会では、複数市場における問題や約定ロジック（主にブロック入札等）
における課題が指摘されてきたところ。電源等（DR含む）の起動費やkWhの限界費
用等、発電にかかる様々な費用を全て考慮した上で、全体としてメリットオーダーを追求
するために、前日市場において、入札方法としてThree-Part Offer（①ユニット起
動費、②最低出力コスト、③限界費用カーブでの入札）を導入するとともに、kWhと
ΔkWを同時に約定させる仕組みが考えられるのではないか。

数年前～2か月前 1週間前

実
需
要

前日～GC

需
要
変
動

K
W

確
保

k
W

h

（
燃
料
）
確
保

前日 GC後

メリットオーダーの追求と
前日断面での電源起動

• 前日市場を設け、入札方法として、Three-Part Offerを導入するとともに、
kWhとΔkWを同時に約定させる仕組みの検討。（※）
（※）安定的・効率的な電源確保のためには、相対電源の発電計画との関係も整理が

必要か。

論点（例）
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【論点①ー４】全体を通して見た際の論点

⚫ 週間断面からGCまでの全体を見たときにどのような論点が考えられるか。

数年前～2か月前 1週間前

実
需
要

前日～GC

需
要
変
動

K
W

確
保

k
W

h

（
燃
料
）
確
保

前日 GC後

• 一般送配電事業者が把握することが必要な電源や情報量を増やすことが必要か（現
在は電源Ⅰ、Ⅱで全体の54％を把握）。

• 週間断面での運用と、前日～GCまでの運用をどのように整合的に行うか。（※）
（※）前日市場（スポット市場）においては、23:30～24:00のコマと次の日の0:00～0:30のコマを別

日の市場として扱っているが、週間断面での市場（需給調整市場）では、1週間全体で安定的・効
率的な運用となるように市場での約定や一般送配電事業者による電源の運用がなされている。

• 全体を通じて、再エネ大量導入やDRの促進などに繋がる仕組みとなっているか。

論点（例）
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第２回卸電力市場、需給調整市
場及び需給運用の在り方勉強会
（2022年2月）資料４より抜粋
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【論点①ー５】約定価格の形成

⚫ 電力市場における約定価格はどのように形成されるべきか。また、約定価格と電源起
動・出力はどのような関係にあるか。

⚫ 論点①ー３で提起した通り、Three-Part Offerを導入するとともに、kWhとΔkWを同
時に約定させる仕組みを導入し、総需要の予測を行い、それに従った電源の起動や出
力を行う場合、買い入札価格に関係なく、メリットオーダーの追求が可能だと考えられ
るのではないか。加えて、上記仕組みにより市場における売り切れが発生する可能性が
下がることから、売り切れにより、売り入札カーブが垂直に立ち上がり、買い入札価格で
約定価格が決まる形は基本的には想定されなくなるのではないか。

⚫ 従って、このような仕組みにおいては、電源起動・出力との関係で、買入札価格が果た
す役割は極めて限定的といえるのではないか。そのほか、買い入札価格が果たす役
割・機能について、どのように考えられるか。

⚫ また、足元、新電力の買い入札の中央値は継続的に80円/kWhで推移するとともに、
200円/kWhの買い入札が増加するといった現象も発生。このような中で、スポット市場
の価格が形成されるときに、市場価格はどのような意味を持つか。
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【論点②】具体的な仕組みのイメージ
⚫ 論点①の各論点に基づく方向性を前提とすると、中長期的な電力システムのあるべきひとつの姿としては、以下のような仕組

みが考えられるのではないか。これにより、本勉強会で挙げられていた現状の各課題は、次スライド以降に記載のとおり、解決
可能ではないか。

⚫ 今後さらに踏み込んだ議論・検討を行うべく、具体的な約定ロジックの検討や海外における類似の仕組みの調査、時間軸の
検討等を行い、引き続き、あるべき姿の検討を進めることとしてはどうか。
※現在、一般送配電事業者において、中給システム仕様統一の検討をしており、緊急時の対応として、Three-Part Offerと同じ機能を具備する

ことなどが議論されている。（本日の勉強会においても資料５で紹介）

相対電源（kWh）

数年前～2か月前 1週間前

週間断面での
電源起動の仕
組みの導入
（電源起動市
場、TSO判断、

等）
実
需
要

前日X時～GC（時間前市場）

需
要
変
動

K
W

確
保

k
W

h

（
燃
料
）
確
保

小売に配
分

（kWh）

前日X時（同時市場）

発
電
事
業
者
は
電
源
の
諸
元

（T
h
re

e
-P

a
rt

）
を
登
録

需
要
予
測
（T

S
O

）

小
売
入
札
量

小
売

入
札
量

発
電
入
札
量

GC後

小売に配分
（kWh）

インバランス
ΔkW

ΔkW

• 前日市場において一般送配電事
業者が確保した電源のうち、
kWhの供出が確定した電源等を
時間前市場に投入。

• 小売電気事業者等は同時市場
後、追加で必要となった電力量に
応じて、入札。

• 週間断面での電源起動の仕組みを設ける。
• 前日X時にkWhとΔkWの同時約定市場を設ける。
✓ 発電事業者が電源諸元（①ユニット起動費、②最低出力コスト、③限界費用カーブ）を市場に登録（Three-Part Offer方式）。
✓ 小売電気事業者は買い入札価格・量（kWh）を入札。
✓ 同時市場において、翌日の需要予測に従って、過不足なく、電源を立ち上げる（kWhとΔkWを確実に確保）。

• 前日市場において一般送配電事業者が確保した電源のうち、kWhの供出が確定した電源などを、時間前市場に投入する。小売電気事業者
等は実需給に近づくにつれて精緻化される需要予測を元に、時間前市場で売買を行う。

• GCまで小売に配分されていない電源は、一般送配電事業者が実需給断面における需給調整に用いる。

具
体
的
な
仕
組
み
の
イ

メ
ー
ジ
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【参考】新たな仕組みを導入することにより解決が見込まれる課題

⚫ 新しい仕組みの議論・検討を深めるためには、現状の仕組みの課題と新しい仕組みのメ
リット（※）の整理が必要。例えば、以下の表のような課題・メリットが考えられるか。

（※）新しい仕組みのデメリット（例えば、システム導入の際のコスト等）の整理も必要であるが、まずは、あ
るべき仕組みを議論するために、メリットの整理から行う必要があるのではないか。

分類 現状の仕組みの課題
Three-Part Offerを前
提とした同時市場のメリット

安
定
供
給
の
観
点

①

需給調整市場とスポット市場が異なった時間軸で存在しており、かつ、入札する市場をBGサイド
が選択できる場合、以下のような課題が生じる可能性。
（課題例）

➢ BGが需給調整市場（マルチプライスオークション）に入札せず、調整力の調達が確
実に行えない。
※需給調整市場の価格は固定費や機会費用が織り込めることや、調整力が不足す
ると需給調整市場の価格が上昇することから、必要なΔkWが確保されることとなる
のが本来だが、三次①や②の現状を踏まえると、現実はそのようにならない可能性。

➢ BGが需要を過度に低く見積もり、スポット市場等での電気の調達が過小にしか行わ
れず、電源等の起動が十分になされなかった場合、一般送配電事業者が調達した調
整力だけでは不足インバランスの穴埋めができない。

⇔不足インバランスを想定して厚めに調整力を確保すると、⑦の課題が生じる。

週間断面での電源起動に
加え、前日市場における同
時市場において、必要な電
源を全て約定させることにより、
左記の課題は解決可能か。
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⚫ 新しい仕組みの議論・検討を深めるためには、現状の仕組みの課題と新しい仕組みのメ
リット（※）の整理が必要。例えば、以下の表のような課題・メリットが考えられるか。

（※）新しい仕組みのデメリット（例えば、システム導入の際のコスト等）の整理も必要であるが、まずは、あ
るべき仕組みを議論するために、メリットの整理から行う必要があるのではないか。

分類 現状の仕組みの課題
Three-Part Offerを前提とした

同時市場のメリット

メ
リ
ッ
ト
オ
ー
ダ
ー
の
観
点

②

ブロック入札による約定機会の最大化。 Three-Part Offerの導入により、
現行のスポット市場等におけるブロッ
ク入札制度と比較し、約定機会を
より大きくすることができるか。

③

kWh市場とΔkW市場が異なる市場として運営されていることや市場スケジューリング、前
日以降の電源起動停止の計画更新頻度が少ないことにより、過剰な台数の起動等、電
源の運転が非効率になる懸念。
※例えば、現行の仕組みにおいて、需給調整市場で一定の台数を起動させた上で、その
後開場されるスポット市場において、買い約定が想定よりも多かった場合などは過剰に
起動台数が増える可能性。

日本全体で必要な台数の電源を
起動させた上で、起動している電源
を同時約定させることにより、kWhと
ΔkWで合理的に割り付けることがで
きれば、現状よりも最適に近い電源
起動が可能か。

④
kWh市場とΔkW市場のオークション方式および価格規律の関連が薄く、調整力も含めた
電源のメリットオーダーが成立しにくい構造となっている懸念。

同時約定により、（市場に応札さ
れた）すべての電源によるメリット
オーダーを追求可能か。

⑤
本来、系統不足であれば、スポット市場よりも実需給断面に近い需給調整市場の方が、
kWh単価が高くあることが電源全体のメリットオーダー上望ましいが、需給調整市場が週
間調達であることにより、必ずしもそのような大小関係とはならないといった課題。

同時市場とすることにより、kWh単
価の安い電源から小売需要に当て
ていけば、解決可能か。

⑥
需給調整市場（一次～三次①）の連系線枠の事前確保により、広域的なメリットオー
ダーが成立しにくい構造となる懸念。

同時約定により、市場ごとの連系線
枠の事前確保は不要となるか。

【参考】新たな仕組みを導入することにより解決が見込まれる課題（続き）
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⚫ 新しい仕組みの議論・検討を深めるためには、現状の仕組みの課題と新しい仕組みのメ
リット（※）の整理が必要。例えば、以下の表のような課題・メリットが考えられるか。

（※）新しい仕組みのデメリット（例えば、システム導入の際のコスト等）の整理も必要であるが、まずは、あ
るべき仕組みを議論するために、メリットの整理から行う必要があるのではないか。

分類 現状の仕組みの課題
Three-Part Offerを前提とした

同時市場のメリット

そ
の
他
の
観
点

⑦
BGの立場からすると、調整力として確保された電源がスポット市場や時間前市場に売り
入札されず、市場の売り切れに伴う価格高騰や、再エネが市場統合されていく中におけ
る再エネ予測誤差への対応の困難さが課題。

同時約定により、供給力と調整力の
取り合いが解決するのではないか。

⑧

再エネのインバランスをどのように調整するか（時間前市場の流動性の向上、等）が課
題。

同時市場で入札された電源のうち、
稼働・未稼働が決定した電源を時
間前市場に投入すれば、時間前市
場の流動性が拡大するのではないか。
※なお、現行の需給調整市場にお
いても、時間前市場に投入すると
いったことができれば、同時市場と
同様の効果が得られるか。

⑨
BGの立場からすると、それぞれの市場で異なる応札の締め切り時間や入札方法が課さ
れており、プロセスが煩雑。

kWh市場・ΔkW市場の入札を1回
で行うことで、プロセスの簡素化が可
能か。

【参考】新たな仕組みを導入することにより解決が見込まれる課題（続き）
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【論点③】今後、検討が必要な論点

⚫ 今後、検討が必要な論点は、以下のとおり。そのほか、検討が必要な論点はないか。

週間断面 • 週間断面で電源を起動する仕組み

同時市場
・

時間前市場

• 入札の具体的な方法

• kWhとΔkWを同時に約定させるロジック
※需給調整市場で調達されている調整力の区分も踏まえた上での検討が必
要か。

• 市場運営主体
– 市場を運営する際のJEPX、一般送配電事業者、広域機
関等の体制・役割

• システム改修の内容・コスト等の精査

• 時間前市場の在り方

スケジュール
• 制度改正、体制構築、システム改修、周知期間等を踏まえた
導入スケジュール

その他
• 足下の対策として、措置すべき内容
• 新しい仕組みの効果の検証


